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歯科治療必要
（21%）

専門的口腔ケア
のみ必要
(15.2%)

どちらも
必要なし
(10.5%)

要介護者の口腔状態と歯科治療の必要性

(%)

要介護者の約9割は何らかの歯科治療が必要！

要介護高齢者における歯科医療の需要・供給体制の
間に差がある。

しかしながら実際に歯科受診した要介護者は約27%！

厚生労働科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業）2002
（対象；要介護者 368名 平均年齢81歳）
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歯科治療および専門的口腔ケア
どちらも必要 (53.3％)

近藤委員提出資料
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(%) 在宅療養支援歯科診療所届出割合（H21 年4月時点）

3.73.73.4 3.93.94.04.0
5.1

3.53.5

5.4 4.3

在宅または社会福祉施設等における療養を歯科医療面から支援する

歯科診療所を「在宅療養支援歯科診療所」と位置付け、その機能を評価した。

在宅療養支援歯科診療所の新設（平成20年診療報酬改定）

在宅療養支援歯科診療所
届出数 3,700件(H21)

歯科診療所数 67,779件(H20)
全国平均届出割合 5.5%



在宅歯科医療の実施状況
（平成21年4月～平成21年6月の3ヵ月間） （n=2,304） 在宅歯科医療を行わなかった理由 （n=482）

在宅療養支援歯科診療所届出医療機関
において在宅歯科医療を実施しなかった
理由は「依頼がない」がほとんど

在宅療養支援歯科診療所調査より
（平成21年 日本歯科総合研究機構）

在宅療養支援歯科診療所における在宅歯科医療の実施状況

3

在宅療養支援歯科診療所の届け出をしていても
約2割は要請がないため在宅歯科医療を実施していない！

行った

n=1,818

78.9%

行わなかった

n=482

20.9%

無回答

n=4

0.2%

依頼が

ない

(n=456)

94.6%

その他

(n=16)

3.3%

無回答

(n=10)

2.1%
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(n=165)

歯科医師会

(n=123)

市町村

(n=45)

一般診療所

(n=28)

訪問看護

ステーション

(n=14)

その他

(n=20)

在宅歯科医療の依頼は介護施設からが多
く、一般診療所や訪問看護ステーション
からは極めて少ない。

在宅療養支援歯科診療所調査より
（平成21年 日本歯科総合研究機構）

在宅歯科医療の依頼元（在宅療養支援歯科診療所調査）
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社会保障審議会医療部会 

部会長 齋藤 英彦 殿 

 

 

在宅医療の充実に向けた意見書 

 

 

平成 22 年 12月 22日  

社会保障審議会医療部会  

委員 齋藤 訓子  

（日本看護協会常任理事） 

 

 

 多死社会の到来に向けて、住み慣れた環境で生活をしながら人生の最期を迎えら

れるよう、在宅医療の充実のために訪問看護サービスを整備・拡充していくことは

喫緊の課題となっています。 

 しかしながら、現状において訪問看護サービスの提供体制は十分とは言えず、サ

ービス提供量は伸び悩んでいる状況にあります。 

上記の観点を踏まえ、訪問看護サービス提供量の確保が図られるよう、下記の事

項について提言をいたします。 

 

 

 

１．次期医療計画の策定において在宅看取り率の目標値を設定すると 

ともに、その目標達成のための指標として訪問看護師数を挙げるよう 

指針に盛り込むこと 

 

２．安定的な訪問看護サービスの提供が可能となるよう、事務作業の 

IT 化、サテライト事業所の活用、衛生材料・保険医療材料の供給 

体制の整備を進めること  

 

 

 

齋藤（訓）委員提出資料 



１．次期医療計画の策定において在宅看取り率の目標値を設定するとともに、

その目標達成のための指標として訪問看護師数を挙げるよう指針に盛り

込むこと 

 在宅医療の整備に取り組む姿勢には各都道府県で大きな差があり、それが現行の

医療計画（平成 20 年度～24 年度）における在宅看取り率や訪問看護サービスの目

標値の整備状況にも反映されています。例えば、「在宅看取り率」が設定されてい

るのは６県、「訪問看護ステーション数」が設定されているのは７県にすぎません。 

ゴールドプラン 21 においては、訪問看護サービス量の目標値として訪問看護ス

テーション数が用いられていました（平成 16 年度に 9,900 か所）。しかし、「訪問

看護支援事業に係る検討会中間とりまとめ」（平成 22年 8月）においては、１事業

所あたりの訪問看護師数は事業所によって異なるため、事業所数は供給可能な訪問

看護サービス量の直接的な指標にはなり得ないとして、訪問看護師数を供給目標の

指標として用いることが適当であると指摘しています。 

 次期医療計画の策定に際しては、どこで看取るのか、という看取りの場所に関す

る検討を行った上で、在宅看取り率の目標値と、その達成のために必要となる訪問

看護師数の目標値を設定することが必要です。 

 

 

 

２．安定的な訪問看護サービスの提供が可能となるよう、事務作業の IT化、

サテライト事業所の活用、衛生材料・保険医療材料の供給体制の整備を進

めること   

24時間 365日安定的に在宅療養者を支えるためには、訪問看護師が本来のサービ

ス提供に専念できる支援体制（事務作業の IT 化やサテライト事業所の活用）や病

院・診療所・薬局等との連携のもと、常に衛生材料・保険医療材料が不足なく供給

される体制の整備が必要です。 
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平成２２年１２月２２日 

 

社団法人 日本精神科病院協会 

会長  山 崎  學 

 

医療計画における精神疾患の位置づけに関する提案 

 

１．医療計画における精神疾患の位置づけ 

 

○ 医療計画は、疾病予防（保健）から治療、介護（福祉）患者本

位の医療を確立することを基本として、都道府県が策定すること

とされており、いわゆる４疾病５事業（※）については、それぞ

れに医療ニーズと医療機能を把握し、数値目標をたてるなどして、

患者にわかりやすく医療体制を示すことが主な内容となっている。 

 

 ※４疾病・・がん、糖尿病、脳卒中、心筋梗塞 

  ５事業・・救急医療、周産期医療、へき地医療、災害医療、小児医療 

 

 

２．精神疾患の状況 

 

○ 精神疾患の患者数は、平成８年の２１８万人から、平成２０年

には３２３万人へ約１．５倍に急増し、統合失調症のほか、高齢

者の認知症や勤労者世代のうつ病、発達障害など、国民に広く関

わる疾患であり、新たな対策が急務となっている。 

 

○ 自殺者数は、平成１０年以降１２年連続で３万人を超え、自殺

の背景として重要なうつ病などの気分障害の患者数についても、

平成２０年１００万人を超える状況となっている。 

 

○ 現在では、医療機関を受療する患者数でみると、がん、糖尿病、

脳卒中、心筋梗塞をしのいでおり、国民病ともいえる状況である。 

 

山崎委員提出資料 
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３．精神疾患に関する国際的な動き 

○ 重点疾病については、死亡というアウトカムのみで、がんや循

環器疾患といった疾患とするのではなく、重い生活障害を長期間

もたらす疾患を追加することについて、ＷＨＯにより各国に推奨

されている。 

 

○ このためＷＨＯは、障害による健康寿命の損失に注目した、Ｄ

ＡＬＹ（※）という指標について調査しており、日本の疾患別Ｄ

ＡＬＹを算出すると、精神疾患が最も高く、がん、循環器疾患と

ともに、三大疾患との位置付けとなる。 

 

 ※DALY（Disability Adjusted Life Year:障害調整生命年） 

  DALY ＝YLL（損失生存年数）＋YLD（障害生存年数） 

YLL（Years of Life Lost）:総人口について死亡が早まることによって失

われた年数 

YLD（Years of Life lost due to Disability）：総人口について人々の健

康状態に生じた事故による障害によって失われた年数 

DALY は、障害を持ちつつ暮らした時間（疾病により損なわれる健康・生活

機能）と、死亡が早まることで失われた時間（疾病により失われる命）を１

つの指標に統合したもの。１DALY は、失われた健康寿命及び実際の健康状態

と誰でもが病気や障害がなく高齢期を過ごした場合の理想的な状態とのギャ

ップとしてあらわされた病気の負荷の１歳分と考えられる。 

 

○ なお、英国では、がん、心疾患と並び、精神疾患を三大疾患（重

点疾患）に位置付け、精神保健関連政策を充実し、大幅な自殺率

を減少させるという成果をあげている。 

 

４．提案 

○ 今後増加する精神疾患患者への医療提供体制を安定的に確保す

るためには、一般医療と精神科医療との連携強化や地域連携を一

層強化する必要がある。 

このため、医療計画のいわゆる４疾病５事業の疾病に、精神疾

患を追加し、５疾病５事業とすることについて検討していただき

たい。 



204.1218.1

323.3

258.4
302.8

（万人）

精神疾患の患者数
（医療機関にかかっている患者）

資料：患者調査 総患者数（医療機関に継続的にかかっている患者数） 1

日本精神科病院協会
会長 山崎 學



精神疾患外来患者の疾病別内訳

22資料：患者調査

（
千
人
）

外来精神障害者総数(千人)
１，８５２ １，７００ ２，２３９ ２，６７５ ２，９００

躁うつ病などの気分障害やアルツハイマーが増加



【出典】患者調査
3

千人

6.8万人

9.4万人

15.4万人

23.8万人

血管性及び詳細不明の認知症 アルツハイマー病

認知症外来患者数の年次推移
３０.１万人



44
【出典】患者調査

うつ病患者数は平成8年からの12年間で約3.5倍となっている

※うつ病の患者数はICD-10における
F32（うつ病エピソード）とF33（反復性う
つ病性障害）を合わせた数

※
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出典：患者調査（総患者数：医療機関を受療している推計患者数）

傷病別の医療機関にかかっている患者数 年次推移

5
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一般人口において精神疾患は多い
－精神疾患の有病率－

・米国
－精神疾患の生涯有病率：46.4%（不安障害：28.8%、
感情障害：20.8%）（Kessler et al.,2005）

・日本
－生涯有病率：24.2%（不安障害：9.2%、感情障害：

6.5%）（川上ら、2007）
－中等症以上の患者の19%しか過去１年に治療を受
けていない（Kawakami et al.,2005）

－自殺：11年連続3万人／年以上（死因の第6位）

東京大学大学院医学系研究科精神医学 笠井清登教授作成資料より



先進諸国における重点疾病
• 産業化にともなう疾病構造変化（感性症の影響減少）

• 重点疾病についての考え方の変化（90年代～）

旧）死因となる疾患（例：がん、循環器疾患）

新）重い生活障害を長期間もたらす疾患（例：精神疾患）

• WHOによる各国への呼びかけ（90年代後半～）

死亡というアウトカムのみで重点疾病を判断しない

• DALY（障害調整生命年）を用いた重点疾病の選択

DALY: 各国で政策的優先度を判断する際に用いる指標

DALY=YLL（疾病により失われる命）+YLD（疾病により損な
われる健康・生活機能）

東京都精神医学総合研究所 西田淳志氏作成資料より



WHO Disease & Injury Country Estimates 2004, WHO 2009

日本の DALY （障害調整生命年）疾病別割合

三大疾患としての精神疾患

(%)

精神疾患は、がん、循環器
疾患とともに日本における
三大健康被害要因

東京都精神医学総合研究所 西田淳志氏作成資料より

＊日本における（各疾病のDALY）／（すべての疾病のDALYの合計）



国際的な精神疾患施策の重視

• DALYに基づく医療政策

例）イギリス（ブレア政権下の医療改革）

がん、循環器疾患とならび、精神疾患を三大疾患（重点
疾病）に位置付け、精神保健関連政策を充実

→ 総合的精神保健医療改革により大幅な自殺率減

• WHOによる世界精神保健運動

精神疾患は、がんや循環器疾患等と高頻度に合併し、
それらのアウトカムに重大な影響を与える

精神疾患施策のスケールアップを各国に求めている

東京都精神医学総合研究所 西田淳志氏作成資料より
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精神疾患の甚大な社会的損失

東京大学大学院医学系研究科精神医学 笠井清登教授作成資料より

YLDs（Years Lived with 
Disability; 15-44歳; 

WHO 2000）

DALYs（Disability Adjusted Life 
Years; 障害調整生命年=

YLD＋早期死亡; 厚労省 1993）

１ 単極性うつ病 16.4%

２ アルコール症 5.5%

３ 統合失調症 4.9%

４ 鉄欠乏性貧血 4.9%
５ 双極性感情障害 4.7%

６ 聴力障害、成人発病 3.8%
７ HIV/AIDS                     2.8%
８ 慢性閉塞性肺疾患 2.4%
９ 骨関節炎 2.3%
１０ 交通事故 2.3%

１ がん 19.6%
２ うつ 9.8%

３ 脳血管障害 8.6%
４ 不慮の事故 7.0%
５ 虚血性心疾患 4.9%
６ 骨関節炎 3.5%
７ 肺炎 3.3%
８ 自殺 3.2%

９ 統合失調症 2.5%

１０ 肝硬変 1.9%
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在宅医療における
薬剤師の役割と課題

日本薬剤師会

副会長 山本信夫

山本委員提出資料
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在宅医療における薬剤師の役割・課題・取り組み

処方せんに基づき患者の状態に応じた調剤 （一包化、懸濁法、麻薬、無菌調剤）

患者宅への医薬品・衛生材料の供給

薬歴管理 （薬の飲み合わせの確認）

服薬の説明 （服薬方法や効果等の説明、服薬指導・支援）

服薬状況と保管状況の確認 （服薬方法の改善、服薬カレンダー等による服薬管理）

副作用等のモニタリング

在宅担当医への処方支援 （患者に最適な処方（剤型・服用時期等を含む）提案）

残薬の管理、麻薬の服薬管理と廃棄

ケアマネジャー等の医療福祉関係者との連携・情報共有

医療福祉関係者への薬剤に関する教育

在宅患者への最適かつ効率的で安全・安心な
薬物療法の提供

役割
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在宅医療における薬剤に関連する問題点

高齢者が多い在宅医療における特性・問題点

加齢による合併症とそれに伴う多剤併用傾向・・・重複投薬相互作用のリ
スクの増大

視覚・嚥下能力等の身体機能の低下に起因する服薬管理の服薬方法の
適切な支援

腎・肝機能の低下や体成分組成の変化に伴う体内薬物動態の変動や
個々人の生理機能に応じた処方・調剤・服薬の管理が必要

57.3%

9.1%

1.7%

35.7%

7.9%

10.5%

5.7%

23.3%

46.4%

13.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

薬剤の保管状況

薬剤の重複

併用禁忌の薬剤

薬剤の飲み忘れ

薬剤が飲みにくいため
残されていた

薬剤の飲みすぎ

処方内容と食習慣が
合っていなかった

副作用の発症

服用薬剤の理解不足

その他
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訪問薬剤管理指導の実施に至るパターン

医師・
歯科医師
からの指示

薬剤師訪問
訪問の意義・目的説明

薬局窓口で

薬剤師が疑問視

医師・歯科医師に情報提供
⇒訪問の必要性報告⇒訪問指示を出してもらう

B：薬局提案型

看護師、訪問介護員など
多くの医療・介護職、
そして家族からの相談

A：医師の指示型 D：多職種提案型

情報の共有＆問題点を相互認識

患者同意を得て
訪問薬剤管理指導（居宅療養管理指導）開始

薬剤師が訪問して状況把握
⇒薬剤師介入の必要性があると判断⇒患者に訪問の意義・目的説明

情報の共有＆問題点を相互認識

介護支援専門員から
薬局への相談

C：介護支援専門員提案型
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服薬に関する因子の評価と計画の流れ（イメージ図）

散剤
細粒剤
水剤
外用剤
注射剤

速崩性錠剤

とろみ添加
栄養補助食品

服薬補助ゼリー
水分補給ゼリー

経皮吸収型薬剤

簡易懸濁法

服薬指導

錠剤粉砕

嚥下能力

適切な剤形の検討

理解力
服薬拒否等

服薬介助検討

身体能力

ゼリー製剤
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食事

食欲
味覚

嚥下状態
口腔内清掃

口渇
吐き気
胃痛
など

排泄

尿の回数、出具合
便の回数、出具合

汗（状態）
など

睡眠

睡眠の質、時間
日中の傾眠
不眠の種類

など

運動
ふらつき

転倒
歩行状態
めまい
ふるえ

すくみ足
手指の状態

麻痺
など

これらのキーワードから患者の体調を定期的に
チェックし、薬剤の効果・副作用をゕセスメントする

このほか認知領域や環境（独居、同居、施設、老老介護等）も把握

多職種連携によりゕセスメント可能

「薬剤師による食事・排泄・睡眠・運動を通した体調チェック・フローチャート」（日薬／高齢者・介護保険等検討
会）より一部改編
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薬局薬剤師の業務変化
医薬分業の進展（地域医療におけるチーム医療への参画）

麻薬・注射薬の取扱の増加

入院中に実施された医療についての情報共有
在宅医療支援に対する診療報酬上の評価

輸液管理・栄養管理への処方支援
（ターミナルステージに応じた管理）

薬剤選択への薬学的観点からの助言

相互作用・副作用のチェック

嚥下困難患者・認知機能低下患者への剤形選択

薬局薬剤師の退院時カンフゔレンスへの参画

在宅医療への参画

調剤方法の工夫・補助手段への助言

患者家族に対する薬剤情報提供

薬局薬剤師と病院薬剤師の情報共有のための連携
外来化学療法や複数医療機関からの指示情報等の共有，共同の勉強会等

内服・外用の調剤のみならずＴＰＮ，無菌調製を含む調剤も

用量のチェック
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多職種連携の際の共有情報など

＜訪問看護ステーションとの連携＞
（例：副作用管理）

薬剤師 → 看護師
医薬品情報の提供
薬剤訪問指導内容の共有
重篤副作用の説明
副作用チェックポイント説明

看護師 → 薬剤師
訪問時の副作用チェック
症状変化時の報告
薬の影響について相談

＜介護職との連携＞
（例：ケゕマネジャー等）

薬剤師 → ケゕマネジャー
介護職訪問時の服薬介助、スケ
ジュール調整依頼
介護職訪問時の体調チェック
(記録)依頼
薬剤訪問指導内容の共有
入院時における服薬情報の提供

ケゕマネジャー → 薬剤師
ケゕプランの情報共有
利用者情報の提供
介護保険に係る情報提供
生活、経済状況等の背景
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チーム医療の姿

9

病院

患者

＜医療機関の場合＞

その他
医療スタッフ

管理
栄養士

薬剤師
医師

歯科
医師

看護師

安全で安心なシームレスな医療提供体制の確
保

＜在宅医療（地域医療）の場合＞

医師
医療機関

歯科
医師

歯科
医療機関

薬剤師
薬局

患者
患家

看護師訪問看護
ステーショ
ンケアマネジャー

その他
医療／介護
スタッフ

地域



10

病院薬剤師

麻 薬

製剤的工夫（徐放性製剤，外用薬（坐剤，貼付剤））がなされた薬剤の開発された
ことによる薬剤選択の幅の増加

厳格な使用制限から疼痛緩和の手段として積極的な使用推進へ

医薬分業の進展・定着
在宅医療への参画

調剤室から病棟へ

輸液管理・栄養管理への処方支援
（ターミナルステージに応じた管理）
薬剤選択への助言

副作用のチェック
相互作用のチェック 嚥下困難患者・認知機能低下患者への

剤形選択・調剤方法の工夫・補助手段
等の助言

緩和ケアチームへの参加

患者や患者家族等
への服薬指導

外来化学療法の進展
注射薬も含めた調剤へ（抗がん剤の混合調製）

終末期医療における薬剤師の役割

流通に対する規制緩和

薬局薬剤師

退院時カンファレンスへの参画
ＴＰＮ，無菌調製等を含む調剤へ

薬薬連携

薬剤の特性を含む薬学的観点からの助言

医師への助言

・・・
・・・
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地域緩和ケゕを支えるリンクスタッフ

国立がんセンター東病院

患者宅

訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ

診療所
（往診医）

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ 保険薬局

患者・家族支援相談室
総合支援センター

薬剤師リンクスタッ
フによる分科会

緩和ケゕ部門
薬剤部

リンクス
タッフ

遠藤一司先生（前国立がんセンター東病院）提供
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薬剤師が在宅医療に参加する意義は

社会的入院から在宅療養への移行の促進（患者QOLの向上）

・ 在宅医療サービスの質的向上と要するコストの適切なバランス

– 安心・安全な薬物治療を確保 ⇔ トータルコスト抑制

– 看護・介護職がやむをえず薬に関わっている現状を改善

– 多職種の連携と相互の専門性を発揮して適正なサービスの提供

（参考）年間推計値として、飲み残しの潜在的な薬剤費４７５億円、薬剤師の訪問
指導等により改善された金額４２４億円（潜在的な薬剤費の９割に相当）

平成１９年度老人保健事業推進費等補助金「後期高齢者の服薬における問題と薬剤師の在宅
患者訪問薬剤管理指導ならびに居宅療養管理指導の効果に関する調査研究」報告書」より

・ 在宅を担当する医師の負担軽減

– 処方提案・処方設計の支援（剤形、用法、用量、薬剤選択等）

– 薬学的管理指導に基づく患者状況の確認とフィードバック

– 患者の療養状態に応じた用法・用量の調節や処方変更の提案

– 服薬状況（適正使用）、副作用等の確認

– 患者からの相談応需と関係職種への連絡等の分担
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在宅医療における薬剤師業務の課題

 薬剤師による在宅訪問業務の医療福祉関係者への周知・理解不足

 在宅訪問業務の応需可能な薬局の情報不足 （届出情報と実際の対応可否に乖離）

 在宅訪問業務に対応できる薬局・薬剤師の不足（経験不足、薬局規模、経営上の効率）

 ２４時間、３６５日体制の構築

 麻薬の供給、無菌調剤が必要な製剤の供給

 医療・衛生材料の供給

 施設の役割と機能に応じた薬剤管理

 医療保険と介護保険のシームレスな連携

課題の解決に向けて・・・

多職種との連携・協働の促進

薬局・薬剤師の在宅訪問業務の応需状況の把握と情報公開

薬局の役割や機能について、患者や医療福祉関係者への周知

退院時共同指導や在宅医療移行後のカンファレンス等への薬局・薬剤師の参画

薬剤師間（病院・薬局間、薬局間）の連携促進

在宅医療に取り組む薬局・薬剤師のさらなる養成・支援（研修会の開催、手順書作
成等）

必要な薬剤の供給に関わる薬事制度や規制の検討

医療関係団体間の連携の推進・強化
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日本薬剤師会 「在宅療養推進アクションプラン」
～薬剤師が地域のチーム医療に参画するために～

・体調チェックフローチャート

・在宅服薬支援マニュアル

薬局・薬剤師のスキルアップ

・地域の薬局情報（訪問薬剤管
理指導業務応需体制等）を把握
するための調査

・地域の薬局情報公開ツール（薬
局リスト等）の作成

・医療職/介護職
・行政
医療/薬務
介護/介護予防
（地域包括支援センター）
高齢福祉
国保

・地域住民

地域支部における
訪問薬剤管理指導業務の

応需体制の整備

地域連携の促進
～薬局機能・業務の理解促進～

・体調チェックフローチャートの改訂
【平成23年2月出版予定】
・在宅服薬支援マニュアルのＤＶＤ化
【平成23年2月完成予定】

・薬局向け調査票のひな形の作成
【平成22年度中】
・薬局リストのひな形の作成
【平成22年度中】

・各方面へのアプローチモデル（手順
書）の作成
【平成22年度中】
・薬局業務の説明用資料の作成
【平成22年度中】

・支部薬剤師会等での研修
【平成23年度～】

・地域における推進方策の検討
【平成23年度～】

・各方面へのアプローチ、連携の促進
【平成23年度～】

日
薬

支
部
薬

都道府県薬：地域（支部）での円滑な実施のための総合的な支援

平成23年度末、進捗状況を確認し更なる推進策を検討（全国担当者会議を予定）
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